
外国資本による土地買収を制限する法整備を求める意見書 
 
 
 

現在、我が国では、外国資本により、水源に関わる森林や離島をはじめ、安全保

障にも関係する土地などの買収が自由に行われております。 

これは、国民生活を守る上でも、自治体の行政上にも不都合や支障を生じかねま

せん。 

多くの国では、国民生活を守る観点から、外国資本による土地買収には、届け出

や許可などを必要とする法律が制定されています。 

我が国は、大正14年に制定された『外国人土地法』がありますが、形骸化してい

ます。 

よって、本議会は、政府、国会、法務省、外務省に対し、外国資本による土地買

収を制限する法整備を早急に行うよう強く求めます。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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